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山梨県森林整備地域活動支援交付金交付要綱 

 

                                                   平成１４年１０月２３日 

                                              改正  平成１５年  ４月  １日 

                                              改正  平成１６年  ４月  １日 

                                                 改正 平成１９年 ４月 １日 

                         改正 平成２１年 ４月 １日 

改正 平成２１年 ５月２９日 

改正 平成２２年 ４月 １日 

改正 平成２３年 ４月 １日 

改正 平成２４年 ４月２６日 

改正 平成２５年 ４月２４日 

改正 平成２６年 ５月２１日 

改正 平成２７年 ６月 ３日 

改正 平成２９年 ６月２７日 

改正 平成３０年１０月１６日 

改正 令和 ２年 ６月２５日 

改正 令和 ３年 ６月２５日 

改正 令和 ７年１２月２４日 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう適切な森林整備の推進

を図るため、市町村が森林整備地域活動支援事業を行う場合、予算の範囲内で交付金等

を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨

県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めると

ころによる。 

 

（定義） 

第２条  この要綱において「森林整備地域活動支援事業」とは、森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策補助金等交付等要綱（令和７年３月３１日付け６林政政第５５０号

農林水産事務次官依命通知）及び林業・木材産業循環成長対策交付金実施要領（令和７

年４月１日付け６林政経第３６３号林野庁長官通知。以下「要領」という。）に基づく

森林整備地域活動支援対策として実施する事業をいう。 

２ 山梨県森林整備地域活動支援交付金（以下「交付金」という。）とは、市町村が実

施する森林整備地域活動支援事業に要する経費につき、県が要領及びこの要綱に基づ

いて交付する交付金をいう。 

 

（事業の内容） 

第３条  交付金の交付対象となる事業の種類及び交付等の対象となる経費は、別表１に掲

げるとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４条  規則第４条に規定する交付金交付申請書（第１号様式）の提出期限は、毎年森林

環境部長が別に定める日とする。 

                                                        

（交付の条件） 

第５条  規則第６条による交付金の交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 
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１  森林整備地域活動支援事業の事業内容について、 別表１に定める重要な変更をし

ようとするとき、又は事業を中止し若しくは廃止しようとするときは、変更（中止、

廃止）承認申請書（第２号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。 

２  森林整備地域活動支援事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は、これ

らの事業遂行が困難となった場合においては、 速やかに知事に報告してその指示を受

けること。 

３  別表１経費の内容の欄１若しくは２の経費と同欄３の経費について、相互に流用を

行わないこと。 

４ 交付金の交付を受けた市町村長は、交付金の交付申請及び交付に関する証拠書類並

びに経理書類を交付金の交付の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間保

管すること。 

 

（実績報告） 

第６条 市町村長は、当該事業が完了したときは、事業完了の日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して１箇月を経過した日又は、交付金の交付を決定した年度の３月２０

日のいずれかの早い期日までに実績報告書（第３号様式）を知事に提出しなければなら

ない。 

 

（交付金の交付） 

第７条  交付金の支払いは、規則第１３条の規定により、交付すべき交付金の額を確定し

た後に行うものとする。ただし、知事が必要と認める場合は概算払いすることができる。 

２ 交付金の概算払いを受けようとする市町村長は、交付金概算払請求書（第４号様式）

を知事に提出しなければならない。 

 

（書類の経由） 

第８条  規則及び要綱により知事に提出する書類は、正副２部とし、事業地の所轄林務環

境事務所長を経由しなければならない。 

 

（書類の様式） 

第９条  次の各号に掲げる書類の様式は、当該各号に定めるとおりとする。 

１  第４条の交付金交付申請書              第１号様式 

２  第５条の変更（中止・廃止）承認申請書  第２号様式 

３  第６条の実績報告書                第３号様式 

４  第７条第２項の概算払請求書            第４号様式 

 

  附則 

  １  この要綱は、平成１４年１０月２３日から施行する。 

 附則 

  １  この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

  附則 

  １  この要綱は、平成１６年６月１日から施行し、平成１６年４月１日から適用する 

附則 

 １ この要綱は、平成１９年５月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

 附則 

 １ この要綱は、平成２１年５月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 附則 

 １ この要綱は、平成２１年７月１日から施行し、平成２１年５月２９日から適用する。 
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附則 

１ この要綱は、平成２２年６月１日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附則 

１ この要綱は、平成２４年４月２６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成２５年４月２４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成２６年５月２１日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成２７年６月３日から施行し、平成２７年４月９日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成２９年６月２７日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、平成３０年１０月１６日から施行し、平成３０年４月１日から適用す

る。 

附則 

１ この要綱は、令和２年６月２５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、令和３年６月２５日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附則 

１ この要綱は、令和７年１２月２４日から施行し、令和７年１２月１日から適用す

る。 
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 別 表 １（第３条及び第５条） 

交付等の対象 負担区分 重要な変更 

事

業 
経費の内容 

交付等の

対象と 

なる経費 

(A)＋(C) 

県が当該交付金を交付

するのに要する経費 

(A) 
市 町 村 費

(C) 

経費の配

分の変更 

事業内容

の変更 
 う ち 国 費

分(B) 

 

 

森

林

整

備

地

域

活

動

支

援

交

付

金 

 

 

１ 市町村が要領別表２の２

の１（２）①、別表２の２の１

（２）②及び別表２の２の１

（２）③の規定に基づき実施す

る事業に要する経費（それぞれ

について定める国の交付単価

に積算基礎森林面積を乗じた

額を超えない場合。） 

 

 

 

 

２ 市町村が要領別表２の２

の１（２）①、別表２の２の１

（２）②及び別表２の２の１

（２）③の規定に基づき実施す

る事業に要する経費（それぞれ

について定める国の交付単価

に積算基礎森林面積を乗じた

額を超える場合。ただし、(A)

と(C)を合計した額が、それぞ

れについて定める、地方公共団

体が国の交付金と併せて一体

的に交付金の交付を行う場合

の交付単価に積算基礎森林面

積を乗じた額を超えないもの

とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

１  対 象

行 為 に 要

し た 経 費

の全額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  対 象

行 為 に 要

し た 経 費

から(B)の

額 を 除 し

た 額 の ２

分 の １ 以

内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

１  対 象

行 為 に 要

し た 経 費

の全額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  そ れ

ぞ れ に 定

め る 国 の

交 付 単 価

に 積 算 基

礎 森 林 面

積 を 乗 じ

た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

１ なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  対 象

行 為 に 要

し た 額 か

ら(B)の額

を 除 し た

額 の ２ 分

の１以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付金の

目的の達

成に支障

をきたさ

ない計画

の細部の

変更であ

って、交付

決定を受

けた交付

金の額の

増額を伴

わない場

合以外の

変更 
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３ 市町村が要領別表２の２

の１（２）④の規定に基づいて

行う事務に要する経費 

３  当 該

事 務 に 要

す る 経 費

の ２ 分 の

１以内 

３  当 該

事 務 に 要

す る 経 費

の ２ 分 の

１以内 

３  当 該

事 務 に 要

す る 経 費

の ２ 分 の

１以内 

要領別表

２の２の

１（２）④

ア（イ）の

事務に係

る経費の

相互間に

おけるい

ずれか低

い額の２

０％以上

の配分の

変更 

１ 要領

別表２の

２の１（

２）④ア

（イ）の

事務項目

の新設及

び廃止 

 

２ 交付

金額に変

更を生じ

る変更 
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第１号様式 

                                                       番           号 

                                                          年    月   日 

 

 

      山梨県知事              殿 

 

                                               市町村長    氏  名     印 

 

 

                年度森林整備地域活動支援交付金交付申請書 

 

 

            年度において次のとおり事業を実施したいので、山梨県森林整備地域 

  活動支援交付金交付要綱第４条の規定に基づき、交付を申請します。 

 

１ 交付申請額    金                     円 

 

内訳 

（１）要領別表２の２の１（２）①から③までに係る交付金 

 金                円 

 

（２）要領別表２の２の１（２）④に係る交付金  

       金                円 

 

２ 事業の内容 

 

（１） 要領別表２の２の１（２）①から③までに係る交付金交付計画書 

（様式Ａ） 

 

（２） 要領別表２の２の１（２）②に係る実施計画書 

（様式Ｂ） 

 

（３）要領別表２の２の１（２）④に係る事務計画書 

（様式Ｃ） 
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（様式Ａ） 

 

要領別表２の２の１（２）①から③までに係る交付金交付計画書 

 

１ 積算基礎森林面積及び交付額                 （単位：ｈａ、円） 

区   分 
協定締

結数 
積算基礎森林面積（ha） 交付額（円） 

 

森林経営

計画作成

促進 

 

経営委託  実施面積   
  うち不在村加算面積 (  )  

共同計画等 （ ） 実施面積   
  うち不在村加算面積 (  )  

間伐促進 （ ） 実施面積   
  うち不在村加算面積 (  )  

計 （ ） 実施面積   
  うち不在村加算面積 (  )  

 

森林境界

の明確化  

 

森林境界の測量 

（ ） 実施面積  

 

 うち精度向上加算面積 (  ) 

 うちリモセン加算面積 (  ) 

 うち不在村加算面積 (  ) 

 うち森林境界案の確定面積 (  ) 

森林境界案の作成 
（ ） 

 
実施面積   

森林所有者の探索 
（ ） 

 
実施面積   

森林経営

計画作成

・森林境

界の明確

化に向け

た条件整

備 

森林経営計画作成

促進 

（ ） 

 
実施面積   

森林境界の明確化 
（ ） 

 
実施面積   

計 

（ ） 

実施面積   

合 計 
 

実施面積   

注：１ 「積算基礎森林面積」は、小数点以下第２位まで記載する。 

２ 「森林経営計画作成促進」における「積算基礎森林面積」欄について、要領

別表２の２の１の（２）の③のアの（ア）のｂの（a）及び（b）に規定する

森林の面積の内訳を記載し、要領別表２の２の１の（２）の③のアの（イ）

のｂの表に定める交付単価の加算が適用される森林の面積を内書きで記載す

る。 

３ 「森林境界の明確化」の「積算基礎森林面積」欄について、要領別表２の２

の１の（２）の③のイの（イ）のｂ、ｃ及びｄの表に定める交付単価の加算

が適用される森林の面積を内書きで記載する。   

４ 「協定締結数」は、該当メニューの協定締結数を記載する。なお、複数のメ

ニューを含む協定は、「区分」欄において最上段にあるメニューのみ裸書の

数字を、それ以外のメニューは（ ）内に記載する。 

  ５ 「交付額」は、市町村費を含む金額を記載する。 
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２ 事業完了予定年月日 

          年  月  日 

 

 

３ 支出別内訳 

                             （単位：円） 

都 道 府 県 費 市 町 村 費 計 

    

  注： 「都道府県費」欄には、国からの交付金及び交付金により造成した資金からの

取崩額を含む額を記載し、「計」欄の額は、上記１の「交付額」欄に記載した金

額の合計と一致させる。 
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（様式Ｂ）(森林経営計画作成促進) 

実施計画書 

１ 対象行為の実施者 

氏 名 

住 所 

連絡先 

２ 対象行為の実施期間 

 年 月 日～ 年 月 日 

３ 地域活動の実施内容                                              単位（ha、％） 

森林経営計画の

作成目標年度 

地 域 活

動 の 実

施時期 

森林経営計画を作成

しようとする森林 

一体整備相 

当森林面積 

② 

①/② 対象森林 

面積 

積算基礎森林面積の見込み 備考 

森 林 の

所在 

面積 

① 

経営委託 共 同 計

画等  間伐実施 

年度 

           

           

           

 計          

※「地域活動の実施時期」は、地域活動を実施しようとする期間を月単位で記載する。 

※「森林経営計画を作成しようとする森林」は、森林経営計画を作成しようとする森林全体について記載し、公有林、大企業有林など対象森

林から除外される森林も含むものとする。 

※一体整備相当森林面積は、森林経営計画を作成しようとする林班又は連たんする複数林班の面積から、立木の更新が著しく困難なものなど

の面積を除いた面積の見込みを記載する。 

※「間伐促進」は、「森林経営計画の作成目標年度」を「森林経営計画の策定年度」に、「経営委託」を「間伐促進」に読み替え、「備考」

欄に「間伐促進」を記載する。 

※備考欄には、策定する森林経営計画について、「属地計画」又は「属人計画」を記載する。 

 

４ 地域活動の実施箇所及び森林経営計画の策定を目指す区域を示した図面 

別添参照
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（様式Ｂ）(森林境界の明確化) 

実施計画書 

１ 対象行為の実施者 

氏 名 

住 所 

連絡先 

 

２ 対象行為の実施期間 

年 月 日～ 年 月 日 

 

３ 地域活動の実施内容                                               単位（ha） 

実 施

年度 

地域活動の実施時期 森林の所在 森林境界の測量面積 森 林 境

界 案 の

作 成 面

積 

備考 

 

 

う ち 精

度 向 上

加 算 面

積 

う ち リ

モ セ ン

加 算 面

積 

う ち 不

在 村 加

算面積 

う ち 森

林 境 界

案 の 確

定面積 

          

          

          

  計        

※「地域活動の実施時期」は、地域活動を実施しようとする期間を月単位で記載する。 

 

４ 地域活動の実施箇所を示した図面 

別添参照 
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（様式Ｂ）(森林所有者の探索) 

実施計画書 

１ 対象行為の実施者 

氏 名 

住 所 

連絡先 

 

２ 対象行為の実施期間 

年 月 日～ 年 月 日 

 

３ 地域活動の実施内容                                                                                       単位（ha） 

対象森林 登記簿の所有者、所在 不明区分 確認書類 備考 

番号 林班 小班 面積 氏名 住所 

         

         

         

         

         

※「地域活動の実施時期」は、地域活動を実施しようとする期間を月単位で記載する。 

※不明区分欄には、「所有者死亡」等の所有者が不明であった事由を記載する。 

※確認書類欄には、「森林経営計画作成促進」又は「森林境界の明確化」の活動で確認した書類を記載する。 

 

 

４ 地域活動の実施箇所を示した図面 

別添参照 
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（様式Ｂ）(森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備) 

実施計画書 

１ 対象行為の実施者 

氏 名 

住 所 

連絡先 

 

２ 対象行為の実施期間 

年 月 日～ 年 月 日 

 

３ 地域活動の実施内容                                  単位（ha） 

実施年度 地域活動の実施時期 森林の所在 面積 備考 

     

     

     

     

     

  計   

※「地域活動の実施時期」は、地域活動を実施しようとする期間を月単位で記載する。 

※備考欄には、「森林経営計画作成促進」又は「森林境界の明確化」の活動を実施する年度を記載する。 

 

 

４ 地域活動の実施箇所を示した図面 

別添参照 
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（様式Ｃ） 

 

要領別表２の２の１（２）④に係る事務計画書 

 

１ 森林整備地域活動支援交付金推進事務実施計画の概要 

別表記載のとおり。 

 

２ 推進事務における地域説明会の開催計画 

開催時期 説   明   内   容 備  考 

   

 

３ 確認計画 

（１）書類審査計画 

  ア 「森林経営計画作成促進」に係るもの                          

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

   

イ 「森林境界の明確化」に係るもの 

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

    

ウ 「森林所有者の探索」に係るもの 

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

 

 

 エ 「森林経営計計画作成促進・森林境界の明確化に向けた条件整備」に係るもの 

協定数 実施箇所数 協定締結者数 審 査 件 数 備 考 
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（２）現地確認計画  

確認の時期 確認体制 確認の方法 備 考 

     

注：１ 確認の時期は、「○月末」等と記入する。 

  ２ 確認体制は、「職員○班体制により各団地を分担して確認」等と記入する。 

  ３ 確認の方法は、「現地確認」、「目視調査」等と記入する。 

 

 

４ 交付計画 

（１）「森林経営計画作成促進」に係る支払計画                      

支 払 先 交付対象面積 交 付 額 備  考 

 

          件 
   

 

（２）「森林境界の明確化」に係る支払計画 

支 払 先 交付対象面積 交 付 額 備  考 

 

          件 
   

 

（３）「森林所有者の探索」に係る支払計画 

支 払 先 交付対象面積 交 付 額 備  考 

 

          件 
   

 

（４）「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」に係る支払計画 

支 払 先 交付対象面積 交 付 額 備  考 

 

          件 
   

 

 

５ 事業完了予定年月日 

      年  月  日 
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 （様式Ｃ・別表） 

 

 推進事務実施計画概要 

 

事業実施 

主   体 

 

区分 
 

事 務 の 内 容 
 

事業量 
 

単価 
 

推進事務費 
 

負担区分 
 

備 考 
森林整備地域

活動支援交付

金推進事務費 

都道府県費 市町村費 

 
 

市町村 

推進事務 

 

１推進等 

 

２確認事務 

 

３交付事務 

       

 
 

 合計 
        

注：１  事業量には回数、件数、部数、人数等を記入する。 

    ２ 推進事務の対象経費 

      賃金   臨時雇用賃金 

      委託費  現地確認等補助作業及び地域説明会委託費 

      印刷費  資料等印刷費 

      会議費  茶菓等購入費、会場借料等 

      旅費      指導・調査旅費、連絡旅費 

      連絡費    郵送料等 

      賃借料    自動車、パソコン等賃借料 

      消耗品費 消耗品購入費 
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  第２号様式                                              

                                                      番              号 

                                                      年     月    日 

 

       山梨県知事              殿 

 

                                                  市町村長 氏  名    印 

 

 

   年度森林整備地域活動支援交付金変更（中止、廃止）承認申請書 

 

 

    年    月    日付け    第      号で交付決定通知のあった森林整備地

域活動支援交付金については、山梨県森林整備地域活動支援交付金交付要綱第５条の

規定に基づき、次のとおり計画を変更（中止、廃止）し［金    円の追加交付（減

額承認）を受け］たいので、承認されたく申請します。 

 

                （注）金額の変更のない場合は［  ］の部分を除くこと。 

 

    １ 変更理由 

 

 

    ２ 変更の内容 

          以下、第１号様式交付申請書の様式に準じる 

                 （変更前を上段に括弧書し、変更後を下段に記載する） 
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第３号様式 

                                                      番             号 

                                                      年      月     日 

 

       山梨県知事              殿 

 

                                                  市町村長 氏  名    印 

 

 

     年度森林整備地域活動支援交付金実績報告書 

 

 

      年    月    日付け    第      号で交付決定通知のあった森林整備地

域活動支援交付金について、次のとおり事業を実施したので、山梨県森林整備地域

活動支援交付金交付要綱第６条の規定に基づき、その実績を報告します。 

 

１ 交付金    金                     円 

 

内訳 

（１）要領別表２の２の１（２）①から③までに係る交付金    

金                円 

 

（２）要領別表２の２の１（２）④に係る交付金          

金                円 

 

２ 事業の内容  （様式Ｄ） 

 

 

（注）協定書（市町村が実施主体の場合は不要）、「森林経営計画作成促進」実

施結果報告書・「森林境界の明確化」実施結果報告書・「森林所有者の探索」

実施結果報告書・「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」

対象行為実施状況報告書、「森林経営計画作成促進」・「森林境界の明確化」

・「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」における実行

経費の内訳書、確認書等（写）及び支払の方法(金融機関名・預金種別・口座

名・口座番号)を記載した書面を添付する。 
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（様式Ｄ） 

 

１ 積算基礎森林面積及び交付額                 （単位：ｈａ、円） 

区   分 
協定締

結数 
積算基礎森林面積（ha） 交付額（円） 

 

森林経営

計画作成

促進 

 

 

経営委託 

 

 

 実施面積  

 
 

 
合意が得られた面積  

 成果を提供した面積  

 うち不在村加算面積 （ ） 

 

共同計画等 

 

（ ） 実施面積  

 
 

 
合意が得られた面積  

 成果を提供した面積  

 うち不在村加算面積 （ ） 

 

間伐促進 

（ ） 実施面積  

 
 

 
合意が得られた面積  

 成果を提供した面積  

 うち不在村加算面積 （ ） 

計 

（ ） 実施面積  

 
 

 
合意が得られた面積  

 成果を提供した面積  

 うち不在村加算面積 （ ） 

 

森林境界

の明確化  

 

森林境界の

測量 

（ ） 実施面積  

 

 うち精度向上加算面積 （ ） 

 うちリモセン加算面積 （ ） 

 うち不在村加算面積 （ ） 

 うち森林境界案の確定面積 （ ） 

森林境界案

の作成 

（ ） 
実施面積   

森林所有者の探索 （ ） 実施面積   

森林経営

計画作成

・森林境

界の明確

化に向け

た条件整

備 

森林経営計

画作成促進 

（ ） 
実施面積   

森林境界の

明確化 

（ ） 
実施面積   

計 
（ ） 

実施面積   

合 計 
 

実施面積   

 

注：１ 「積算基礎森林面積」は、小数点以下第２位まで記載する。 

２ 「森林経営計画作成促進」における「積算基礎森林面積」欄について、要領別表２

の２の１の（２）の③のアの（ア）のｂの（a）及び（b）に規定する森林の面積の

内訳を記載し、要領別表２の２の１の（２）の③のアの（イ）のｂの表に定める交

付単価の加算が適用される森林の面積を内書きで記載する。 
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３ 「森林境界の明確化」の「積算基礎森林面積」欄について、要領別表２の２の１（２）

の③のイの（イ）のｂ、ｃ及びｄの表に定める交付単価の加算が適用される森林の

面積を内書きで記載する。 

４ 「協定締結数」は、該当メニューの協定締結数を記載する。なお、複数のメニュー

を含む協定は、「区分」欄において最上段にあるメニューのみ裸書の数字を、それ

以外のメニューは（ ）内に記載する。 

５ 「交付額」は、市町村費を含む金額を記載する。 

 

２ 推進事務における地域説明会の開催実績 

開催時期 説   明   内   容 備  考 

   

 

３ 確認実績 

（１）書類審査実績 

  ア 「森林経営計画作成促進」に係るもの 

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

 

イ 「森林境界の明確化」に係るもの 

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

 

ウ 「森林所有者の探索」に係るもの 

協定数 審 査 件 数 備 考 

   

 

エ 「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」に係るもの 

協定数 実施箇所数 協定締結者数 審 査 件 数 備 考 

     

 

（２）現地確認実績 

確認の時期 確認体制 確認の方法 備 考 
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注：１ 確認の時期は、「○月末」等と記入する。 

  ２ 確認体制は、「職員○班体制により各団地を分担して確認」等と記入する。 

  ３ 確認の方法は、「現地確認」、「目視調査」等と記入する。 

 

４ 森林整備地域活動支援交付金推進事務実施実績の概要 

 

事業実施  

主   体 

 

区分 
 

事 務 の 内 容 
 

事業量 
 

単価 
 

推進事務費 
 

負担区分 
 

備 考 
森林整備地域

活動支援交付

金推進事務費 

都道府県費 市町村費 

 
 

市町村 

推進事務 

 

１推進等 

２確認事務 

３交付事務 

       

 合計         

注：１  事業量には回数、件数、部数、人数等を記入する。 

２ 推進事務の対象経費 

賃金   臨時雇用賃金 

委託費  現地確認等補助作業及び地域説明会委託費 

印刷費  資料等印刷費 

会議費  茶菓等購入費、会場借料等 

旅費      指導・調査旅費、連絡旅費 

連絡費    郵送料等 

賃借料    自動車、パソコン等賃借料 

消耗品費 消耗品購入費 

 

５ 事業完了年月日 

  年  月  日 

 

６ 支出別内訳 

（単位：円） 

都 道 府 県 費 市 町 村 費 計 

   

  注： 「都道府県費」欄には、国からの交付金及び交付金により造成した資金からの取

崩額を含む額を記載し、「計」欄の額は、上記１の「交付額」欄に記載した金額の

合計並びに４の推進事務費欄の合計と一致させる。 
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    第４号様式 

                                                      番             号 

                                                      年      月    日 

 

       山梨県知事              殿 

 

                                              市町村長 氏  名    印 

 

 

     年度森林整備地域活動支援交付金概算払請求書 

 

 

            年    月    日付け    第      号で交付決定通知のあった森林整備 

    地域活動支援交付金について、山梨県森林整備地域活動支援交付金交付要綱第７ 

条の規定に基づき、概算払を請求します。 

    

 

     １  請求金額     金                    円 

 

     ２  内  訳 

 
 交付金交付

 決定額  ① 
 既概算交付額 

     ② 
 差引額 

①-②=③ 
今回概算請求額 

      ④ 
 備考 

 

１ 要領別表２

の２の１（２

）①から③ま

でに係る交付

金 

 

２ 要領別表２

の２の１（２

）④に係る交

付金 

         円            円        円            円 
 

 

     計 
     

 

     ３  概算払請求の理由 

 

     ４  支払の方法 

 

口座振替        振替先金融機関名 

預金種別     （当座・普通） 

預金口座名 

口座Ｎｏ． 

 


